








たがる大帝国を形成した際、東西ユーラシアの各地域に大きなインパクトを与えたことには論を俟たないであろう。従来、モンゴルのインパクト いうと軍事的 インパクトのみが強調され 傾向があり、ま 、その反面、 「モンゴルの平和」 （パクス
=
モンゴリカ）として東西交通の安定




























南海航路に直結するものではなかった である。南海航路の主要貿易品として東南 ジアからイスラ ム圏まで広く流通していた徳化窯白瓷が日本はおろ 琉球でもほぼ全く出土しないこともそ を裏付ける。　
上述の意味では、元朝と日本の貿易は必ずしも一三～

























ターンが一般化し、中国 ら日本を訪れる貿易船は殆どなかった」と述べてい が、この点 お慎重な検討が必要である。確かに日元貿易に対して元朝側からの資本投下が
おこなわれたことを直接示す史資料は見られない。 しかし、元朝側の商人の資本参加を示す手掛かりがないわけではない。例えば、 「綱」の存在である。 「綱」はもともと中国において政府の需要に関わる官物の運輸を請け負う組織であり、その一部門として海上貿易 請け負う組織が存在してい
た（９）
。ただし、ここに挙げた「綱」の定義と機能は唐代か







う一方的な関係のみで捉えるのではなく、 「中国から日本」という方向も含めた双方的な関係として捉える必要が るだろう。従来の日元貿易研究は日本側からの資本 流れにしか注目されてこなかっ が、元朝か 日本へ 資本の流れにも目を向けることによって、より大きな枠組みから日元貿易の位置づけを明らかにすることができる 考え れる。

























































ンド化の背景には当然ながら官窯として元朝 採用し、宮廷文化・官僚文化の一部として取り込ま たことも きく影響していたと考えられる。官窯としての政権との繋がりは当然ながら宋代 存在したが、元代 そ が海外輸出と結びついたところに特徴があ それ 次 明朝にも継承された。　
かかる状況は、商人たちの海上交易活動、特に漢人・ム
スリムのディアスポラと密接に関連する。宋代以降、 綱」と呼ばれる官営貿易を請け負う商人集団 海域アジア全域に展開して貿易活動をおこ ったが、規模 異な ものの


















































れた中国陶瓷器も含まれているが その品目の名称と分類は漢語ベース はなく明らかにア ビア語による のである。すなわち、或る程度イスラーム 人が主体的に中国陶瓷器の輸入をおこなっていたことを意味する。 は、漢人商人が主たる担い手となっていた日本を含む海域アジア東部とは明らかに異なる事象であり、この中国とイスラー










カ」に象徴される文化交流 東西ユーラシア間で相互に大きなインパクトを与えたのは、むしろ中国の漢文 イランのイスラーム文化に拠るところが大 かった。それは、諫早論考が扱っている天文学と暦法においても同様 あり、その意味でそこで提示された問題は示唆的である。しかし、また、授時暦が内実的にはイスラーム暦法 影響をさほど受けていなかったと指摘 ように、必ずし 異文化同士が等しく融合したわけではなかっ 。特に、元朝といえども国家制度レベルにおいては西方から伝来したイ















ても財政関連以外において非漢人文化が漢文化的な制度代わって席巻することはなかった。それは、モンゴルのイデオロギーのみに起因するわけではなく、例え政策集団となる皇帝の取り巻きをモンゴル人や色目人が占めたとしても、膨大な数の漢人官吏や胥吏 に内包し、その官吏胥吏たちが中国社会を基盤とし いた以上、当然 こ


















トと較べると長期的であったといえる。 諫早が紹介する 「翻訳と順化のパラダイム」の論理にお て、 「翻訳」は同時並行的に進行した しても、 「順化」のプロセスはより長い時間を要したはずである。そこで第一のインパクトと呼ばれる仏教文化 第三のインパクトと呼ばれるヨーロッパ文化もまた長い時間をかけて中国社会に順化している。イスラーム文化の中国社会への順化を判断するためには、元朝の支配期間をもってしても果たして十分と言えるだろうか。　
イスラーム文化の順化は元に代わって明朝が成立した後





























































る。もっとも、ウェイド は めとする同様の論考は貿易品の流通における時間的なズレや文献史料 残存状況の時代格差を考慮に入れておらず、遊牧民の軍事的拡大に対る蛮族的イメージと社会の衰退を根拠無 同列に論じるなど、その論に素直に従うことはできないが、東南アジアに





















し、セデスやウォルタースら 時代区分論との連動も提唱されるものの、 「一四世紀 危機」論の本来の対象地域はあくまでもヨーロッパである。ユーラシア規模の季候 寒冷化や黒死病の発生源などの観点からアジアと 関連性が取り上げられることに異論はないが、 「 の対象範囲が自明的な現象として検証無く ジアにまで敷衍されることは避けるべきではないだろうか。そのためには、まず桃木論考に示されるいくつか 論点を東南アジア史のみならず、ユーラシア史・中国史・モンゴル史など 立場か 検
証することが必要であろう。その上で一三～一四世紀という時代を考えてみなければならない。今回の特集に寄せられた論に拠 ならば、高銀美の取り上げた元朝の貿易政策の中における日元貿易の特殊性、徳留大輔の指摘した海域アジア全域におけ 中国陶磁器流通 時代的変容、諫早庸一の説く異文化の翻訳と順化 非対称性・不均等性（私はさらに順化の過程 比較的長期にわたる時間的なズレも生じたと考える）はいずれも、一三～一四世紀の人・モノ・文化の移動と交流が或る意味画期的 様相を見せがらも、それが単純な分水嶺ではなく、偏差やズレを伴った時代的・地域的な相関性・連続性をも有し いること示してくれている。　
本特集のテーマは「一三～一四世紀はアジアの分水嶺
か？」という問いかけであって、断定ではな 。この問いかけに対する答えが提示された かと言われれば、答えはまだ出ていないと返答せざるを得ない。本特集の目的はマクロな時代区分を提示することよりも、むしろ、時代区分を前提とした議論を脱 異なる立場か 相互に問題点を明確化することにある。その目的を達す ことができたとはとうてい言えないが、本特集を足が りとして、今後さらに議論が深められれば幸いである。
























de la connaissance: R



























































































































































































































































































 一九八五 《澎湖宋元陶瓷》 澎湖：澎湖県立文化中心。
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bay, 302 ） 。また、イランではホルムズ
商人のインド洋貿易、特に中国との貿易においてカーゼルーン教団やダーニヤール教団などのスーフィー教団が資金的なパトロ として存在していたことが知 れる （
cf. 
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示していない。ちなみに深見論文には元朝の海域支配に関する誤解が散見する。例えば、宋代以降の海外交易活動が元代になっ 国家に取り込まれたかのような見解を示しているが （一〇四頁） 、 「綱」と呼ばれる官貿易請負組織は宋代から元代まで継続している。元代になって交易構造が劇的かつ急激に国家支配体制的 変化したという認識は誤りである。元朝の中央政府が主体的に南海諸国を招撫したとされるが （一〇四～五頁 、 ハルガスン （コルゴスン／和礼霍孫）は翰林院のトップとして受動的に外国使節に応対しただけで、むしろ重商的な南海貿易振興 否定的であった （四日市
 







ようなことを示す根拠も史料も存在せず、事実とは言えない。元朝がラムリー （南巫里） サム ラ （速木都剌）など北スマトラ諸国に使者を派遣 て服従させたというが、 『元史』亦黒迷失伝にある記事は 「先ず郝成、劉淵を遣わし、諭南巫里、速木都剌、不魯不都、八剌剌諸小国を降ら めんとす」 と読み、 実際 服従したわけではない。また、 この 「降」は 「朝貢に赴いた」くらいの意味で実効支配を意味しない。マルコ・ポーロの う 「インド」 必ずしも現在 インドのみを指すわけではなく、時 「アジア」とほぼ同義で使用される場合があるので注意が必要である。マルコは本来のインドを 「大インド
E
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